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株　主　各　位

第156期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

当社は、第156期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、
以下の事項につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.yamato-hd.co.jp/）に
掲載することにより株主の皆様に提供しております。

●　連結計算書類の連結注記表………１～８頁

●　計算書類の個別注記表……………９～13頁

ヤマトホールディングス株式会社
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
（2）連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数	 39社
　　主要な連結子会社の名称
ヤマト運輸㈱	 沖縄ヤマト運輸㈱	 ヤマトグローバルエキスプレス㈱
ヤマトロジスティクス㈱	 ヤマトグローバルロジスティクスジャパン㈱	 YAMATO	TRANSPORT	U.S.A.,	INC.
ヤマトホームコンビニエンス㈱	 ヤマトシステム開発㈱	 ヤマトフィナンシャル㈱
ヤマトオートワークス㈱	 ヤマトボックスチャーター㈱	 YMT-GB投資事業有限責任組合
雅瑪多管理（中国）有限公司	 雅瑪多（香港）有限公司	 YAMATO	ASIA	PTE.	LTD.
当期において、ヤマトリース株式会社は株式の一部譲渡により、連結の範囲から除外してお
ります。また、YMT-GB投資事業有限責任組合を設立し、当期より、連結の範囲に含めてお
ります。

②　非連結子会社等
子会社のうち、OTL	ASIA	SDN.	BHD.	他の非連結子会社は、総資産、営業収益、当期純利
益および利益剰余金等がいずれも重要性に乏しく、全体としても連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

（3）持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の数	 23社
主要な会社等の名称
Packcity	Japan㈱	 広州威時沛運集団有限公司	 ヤマトリース㈱
GDEX	BHD.
当期より、ヤマトリース株式会社は株式の一部譲渡により、連結の範囲から除外し、持分
法適用の範囲に含めております。また、VIVL	Pte.	Ltd.	他２社は、持分法適用会社である
GDEX	BHD.	が新たに株式を取得したことにより、当期から持分法適用の範囲に含めており
ます。
なお、GD	EXPRESS	CARRIER	BHD.	は2020年12月17日付で会社名をGDEX	BHD.	に変
更しております。

②　持分法を適用しない非連結子会社および関連会社
持分法を適用していないOTL	ASIA	SDN.	BHD.	他の非連結子会社およびYAMATO	UNYU
（THAILAND）	CO.,	LTD.	他の関連会社は、当期純利益（持分に見合う額）および利益剰余
金（持分に見合う額）等がいずれも重要性に乏しく、全体としても連結計算書類に重要な影
響を及ぼしていないため持分法の適用範囲から除外しております。

③　持分法適用手続に関する特記事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係
る計算書類または仮決算に基づく計算書類を使用しております。
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（4）連結子会社の決算日等に関する事項
連結子会社のうち、YAMATO	TRANSPORT	U.S.A.,	INC.	他の在外連結子会社10社の決算日
は12月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、決算日現在の計算書類を採用してお
ります。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行ってお
ります。

（5）会計方針に関する事項
①　有価証券の評価基準および評価方法
その他有価証券
　時価のあるもの…………		決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの…………移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準および評価方法
先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

③　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
定率法　　		ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法
在外連結子会社は、見積耐用年数に基づく定額法
無形固定資産（リース資産を除く）
定額法　　ただし、ソフトウェアについては、見込利用可能期間５年以内の定額法
リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④　引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……………		債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……………		従業員の賞与の支給に備えて、支給見込額に基づき計上しており
ます。在外連結子会社は該当ありません。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法
ⅰ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法につ
いては、期間定額基準によっております。

ⅱ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、発生年度に全額費用処理しております。
数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（主に５年）による定額法により按分した額を、発生年度の翌期から費用処理しており
ます。

ⅲ．未認識数理計算上の差異の会計処理方法
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包
括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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⑥　収益の計上基準
割賦利益繰延
ショッピングクレジットに係る収益については、期日到来基準による均分法により計上して
おります。

⑦　消費税および地方消費税の処理方法
税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号	2020年3月31日)を当期の連
結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
（1）当期の連結計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当期に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌期に係る
連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
有形固定資産	 406,312百万円
無形固定資産	 29,555百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
資産に減損の兆候が存在する場合には、当該資産の将来キャッシュ・フローに基づき、減損の
要否の判定を実施しております。減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成
単位については、他の資産または資産グループのキャッシュ・インフローから概ね独立した
キャッシュ・インフローを生成させるものとして識別される資産グループの最小単位としてお
ります。
固定資産の減損損失の認識の判定において使用する割引前将来キャッシュ・フローは、サービ
スの取扱高や販売単価が重要な仮定として含まれた将来の経営計画に基づいており、これらの
仮定が将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受けることにより、見直しが必
要になった場合、翌期以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

４．追加情報に関する注記
（業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」について）
当社は、2020年６月23日開催の第155期定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除
く）および、取締役を兼務しない執行役員等（以下「役員」）の報酬と当社の業績および株式価値
との連動性をより明確にし、役員が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも
株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高める
ことを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（Board	Benefit	Trust））」
（以下「本制度」）を導入しております。



－　　－4

（1）取引の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下「本信託」）を通じて取得
され、役員に対し当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式および当社株式を時価で
換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」）が本信託を通じて給付される「業績連動型株
式報酬制度」であります。なお、役員が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として役員の
退任時となります。

（2）会計処理
信託に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関
する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号	2015年３月26日）に準じています。

（3）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の
部に自己株式として計上しております。当期末における当該自己株式の帳簿価額および株式数
は1,376百万円、483千株であります。

５．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額	 509,203百万円

６．連結損益計算書に関する注記
減損損失
当期において、ヤマトグループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用 途 種 類 地 域 減損損失（百万円）

遊休資産　他 その他の無形固定
資産　他

ヤマト運輸株式会社　本社（東京都中央区）
	 他　10件 876

ヤマトグループは管理会計上の区分、投資の意思決定を行う際の単位を基準として、ヤマト運
輸株式会社については主に管下店を含む各主管支店および全ベース店、当社およびその他の連
結子会社については事業部単位を基本としてグルーピングを行っております。
当期において、ヤマト運輸株式会社遊休資産他10件の資産グループについて、将来の使用が見
込まれない、または、営業活動から生ずる損益の継続的なマイナス、もしくは、市場価格の著
しい下落等が認められたため、当該資産グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額876百万円を減損損失として特別損失に計上しました。
その主な内訳は、その他の無形固定資産331百万円、ソフトウェア213百万円、およびリース
資産142百万円であります。
なお、当該資産グループの回収可能価額を使用価値により測定する場合は、将来キャッシュ・
フローを割引率5.96％で割り引いて算定しております。また、回収可能価額を正味売却価額に
より測定する場合は、遊休資産については零として、遊休資産以外の資産については、主とし
て不動産鑑定評価基準または固定資産税評価額もしくは公示価格に基づいて評価しております。
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７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
発 行 済 株 式
普通株式	（注）１ 411,339 － 22,764 388,575
合　　　　計 411,339 － 22,764 388,575

自 己 株 式
普通株式	（注）２ 26,124 14,190 22,764 17,550
合　　　　計 26,124 14,190 22,764 17,550

（注）	１．			普通株式の発行済株式の株式数の減少22,764千株は、保有自己株式の消却による減少で
あります。

	 ２．			普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式（当期末
483千株）が含まれております。

	 	 		普通株式の自己株式の株式数の増加14,190千株は、自己株式の買付による増加13,706千
株および株式給付信託（BBT）による当社株式の取得による増加483千株などであります。

	 	 		普通株式の自己株式の株式数の減少22,764千株は、保有自己株式の消却による減少であ
ります。

（2）配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年５月20日
取締役会 普通株式 10,015 26 2020年３月31日 2020年６月４日

2020年10月30日
取締役会 普通株式 	5,944 16 2020年９月30日 2020年12月10日

（注）	１．	１株当たり配当額26円には、記念配当10円を含んでおります。
	 ２．			2020年10月30日取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有

する当社株式に対する配当金７百万円が含まれております。
②　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額

（円） 基 準 日 効力発生日

2021年５月17日
取締役会 普通株式 11,145 利益剰余金 30 2021年３月31日 2021年６月３日

（注）			2021年５月17日取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する
当社株式に対する配当金14百万円が含まれております。



－　　－6

８．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
ヤマトグループは、さらなる事業の成長をはかるため、ネットワーク構築等に対する投資計
画に照らし、必要資金を銀行借入や社債発行により調達しております。一時的な余剰資金に
ついては、安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は、主に借入金の
金利変動リスクヘッジのために利用し、投機的な取引は実施しておりません。
また、一部の連結子会社では、信用購入あっせん業を行っております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、割賦売掛金等は、取引相手先の信用リスクを伴ってお
り、期日ごとの入金管理、未収残高管理を行い、各取引先の信用状況を把握する体制として
おります。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式や資本提携等に関連する株式であり、
市場価格の変動リスクを伴っております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、その大半が１年以内の支払期日であります。
短期借入金および長期借入金は主に金融事業に係る資金調達であります。借入金は主に変動
金利で調達しております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクを伴っておりますが、ヤマトグループでは、各社
が資金決済、記帳、残高モニタリングおよび資金繰り管理を実施するなどのリスク管理を
行っております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には一定の前提条
件等により合理的に算定された価額が含まれているため、異なる前提条件等によった場合、
当該価額が変動することがあります。



－　　－7

（2）金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており
ません（（注）５参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

①　現金及び預金 241,523 241,523 －

②　受取手形及び売掛金 212,766

　　　貸倒引当金 △	 28

　　　 212,737 212,753 16

③　割賦売掛金 45,643

　　　貸倒引当金 △	 1,020

　　　割賦利益繰延 （	 4,781）

39,842 44,600 4,758

④　投資有価証券
　　　その他有価証券 35,832 35,832 －

　　　関連会社株式 7,003 13,193 6,190

⑤　支払手形及び買掛金 （	 153,860） （	153,860） －

⑥　短期借入金 （	 34,000） （	 33,997） △	 2

（注）	１．			連結貸借対照表計上額および時価において、負債に計上されているものは、（　）で示し
ております。

	 ２．			受取手形及び売掛金においては、短期間で決済されない受取手形及び売掛金に対応する貸
倒引当金を控除しております。

	 ３．割賦売掛金においては、対応する貸倒引当金および割賦利益繰延を控除しております。
	 ４．金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

①　現金及び預金
預金はすべて短期であり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

②　受取手形及び売掛金
受取手形及び売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額を時価としております。なお、一部の受取手形及び売掛金は、債権の区分
ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の指標で割引いた現在価値によ
り算定しております。

③　割賦売掛金
割賦売掛金の時価については、債権ごとにその将来キャッシュ・フローを市場金利等の
指標で割引いた現在価値により算定しております。

④　投資有価証券
投資有価証券のうち上場株式の時価については、取引所の価格によっております。
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⑤　支払手形及び買掛金
支払手形及び買掛金については、その大半が1年以内の支払期日であり、時価は帳簿価
額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額を時価としております。

⑥　短期借入金
短期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算出しております。

	 ５．	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額
（百万円）

　投資有価証券

　　関連会社株式 4,358

　　その他 5,036

　		これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが
できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④　投資有価証券」には
含めておりません。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額	 1,553円45銭
（2）１株当たり当期純利益	 151円55銭

（注）			１株当たり純資産額の算定に用いられた当期末の普通株式および１株当たり当期純利益の
算定に用いられた普通株式の期中平均株式については、自己名義所有株式分を控除する他、
株式給付信託（BBT）が保有する当社株式（当期末483千株、期中平均株式数322千株）
を控除して算定しております。
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個　別　注　記　表

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券
　時価のあるもの…………		決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの…………		移動平均法による原価法
関係会社株式……………移動平均法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………主として定額法
無形固定資産……………定額法　　		ただし、ソフトウェアについては、見込利用可能期間５

年以内の定額法
（3）引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……………		債権の貸倒れによる損失に備えて、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

投資損失引当金……………		関係会社への投資に対する損失に備えて、当該会社の財政状態およ
び回収可能性を勘案して計上しております。

賞 与 引 当 金……………		従業員の賞与の支給に備えて、支給見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金……………		従業員の退職給付に備えて、当期末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法
　　		退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの
期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっており
ます。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　　		数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分
した額を、発生年度の翌期から費用処理しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
　		退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理
の方法と異なっております。

（5）消費税および地方消費税の処理方法
税抜方式によっております。
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３．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号	2020年3月31日)を当期の計
算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
（関係会社株式の評価）
（1）当期の計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当期に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌期に係る計算
書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
関係会社株式	 292,219百万円
投資損失引当金	 △1,879百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
関係会社株式は、原則として、移動平均法による原価法により評価していますが、実質価額が
低下した場合には、当該会社の事業計画等の見積りに基づき、評価損計上の要否を判断してお
ります。株式の評価損計上の要否の判断において、事業計画等の見積りについて一定の仮定を
設定しております。これらの仮定は将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受
け、翌期以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

５．追加情報に関する注記
（業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」について）
当社は、2020年６月23日開催の第155期定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除
く）および、取締役を兼務しない執行役員等（以下「役員」）の報酬と当社の業績および株式価値
との連動性をより明確にし、役員が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも
株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高める
ことを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（Board	Benefit	Trust））」
を導入しております。
当該注記の概要については、連結注記表の「４．追加情報に関する注記」に同一の内容を記載し
ているため、注記を省略しております。

６．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額	 1,329百万円
（2）保証債務残高
①　通運計算契約に基づく連帯保証	 300百万円
②　借入金等に対する債務保証	 285百万円

（3）関係会社に対する金銭債権および金銭債務
短期金銭債権	 10,800百万円
長期金銭債権	 39,282百万円
短期金銭債務	 156,441百万円

７．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業収益	 44,862百万円
営業費用	 4,088百万円
営業取引以外の取引高	 555百万円
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（2）貸倒引当金繰入額
貸倒引当金繰入額は、同一取引における投資損失引当金戻入益を相殺して表示しております。

８．株主資本等変動計算書に関する注記
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項	 （単位：千株）

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式（注） 26,124 14,190 22,764 17,550

（注）		普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式（当期末483千
株）が含まれております。
普通株式の自己株式の株式数の増加14,190千株は、自己株式の買付による増加13,706千株お
よび株式給付信託（BBT）による当社株式の取得による増加483千株などであります。
普通株式の自己株式の株式数の減少22,764千株は、自己株式の消却による減少であります。

９．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞 与 引 当 金 57百万円
未 払 事 業 税 81
退 職 給 付 引 当 金 32
投 資 有 価 証 券 評 価 損 762
関 係 会 社 株 式 55,085
そ の 他 8,062
小 計 64,081
評 価 性 引 当 額 △	64,081

計 －

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △	 3,685
そ の 他 △	 97

計 △	 3,783

繰延税金資産（△負債）の純額 △	 3,783
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10．関連当事者との取引に関する注記
子会社等	 （単位：百万円）

種　類 会社の名称 住　所 資本金又は
出資金 事業の内容 議決権等の

所有割合
関係内容
役員の兼任等

子会社 ヤマト運輸㈱ 東京都
中央区 50,000

宅急便事業
クロネコDM便
事業

所有　直接
100.00%

兼任
２名

子会社 ヤマトホーム
コンビニエンス㈱

東京都
中央区 480 引越および生活関連事業

所有　直接
100.00%

兼任
２名

子会社 ヤマトシステム
開発㈱

東京都
江東区 1,800 システムの開発

所有　直接
100.00%

兼任
２名

子会社 ヤマトフィナン
シャル㈱

東京都
中央区 1,000 決済代行業 所有　直接

100.00%
兼任
２名

子会社 ヤマトクレジット
ファイナンス㈱

東京都
豊島区 500 割賦金融業 所有　直接

70.00% なし

子会社 ヤマトオート
ワークス㈱

東京都
中央区 30 車両管理サービス事業

所有　直接
100.00%

兼任
１名

関連会社 ヤマトリース㈱ 東京都
豊島区 30 総合リース業 所有　直接

40.00%
兼任
１名

（単位：百万円）

種　類 会社の名称
関係内容

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高
事業上の関係

子会社 ヤマト運輸㈱ 経営管理
経営管理料の受取 7,979 － －
資 金 貸 借 55,071

預 り 金 93,755
利 息 の 支 払 1

子会社 ヤマトホーム
コンビニエンス㈱

経営管理
資金の貸付

運転資金の貸付 6,880
長 期 貸 付 金 20,807

利 息 の 受 取 18

子会社 ヤマトシステム
開発㈱

経営管理
システムの
運営管理委託

資 金 貸 借 △255
預 り 金 19,537

利 息 の 支 払 0
システムの運営
保守費用の支払 2,755 営 業 未 払 金 401

子会社 ヤマトフィナン
シャル㈱ 経営管理

資 金 貸 借 2,880
預 り 金 21,783

利 息 の 支 払 0

子会社 ヤマトクレジット
ファイナンス㈱

経営管理
資金の貸付

運転資金の貸付 6,700
短 期 貸 付 金
長 期 貸 付 金

5,881
13,040運転資金の返済 739

利 息 の 受 取 13

子会社 ヤマトオート
ワークス㈱ 経営管理

資 金 貸 借 △1,524
預 り 金 6,313

利 息 の 支 払 0
関連会社 ヤマトリース㈱ 資金の貸付 運転資金の返済 94,272 － －

（注）取引条件および取引条件の決定方針等
①　		経営管理料につきましては、業務内容等を勘案し、双方協議の上合理的に決定しており
ます。

②　預り金および貸付金の金利につきましては、市場金利に基づき決定しております。
③　資金貸借の取引金額は期中の純増減額を記載しております。
④　		ヤマトホームコンビニエンス株式会社に対する運転資金の貸付の取引金額は期中の純増
減額を記載しております。
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⑤　		ヤマトクレジットファイナンス株式会社およびヤマトリース株式会社に対する運転資金
の返済の取引金額は期中の純増減額を記載しております。

⑥　		子会社の事業損失に備えるため、貸付金に対し、当期において、貸倒引当金繰入額
10,766百万円を計上しております。この結果、貸倒引当金の残高は23,497百万円と
なっております。

11．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額	 794円	73銭
（2）１株当たり当期純利益	 33円	74銭
（注）		１株当たり純資産額の算定に用いられた当期末の普通株式および１株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式の期中平均株式については、自己名義所有株式分を控除する他、株式給
付信託（BBT）が保有する当社株式（当期末483千株、期中平均株式数322千株）を控除して
算定しております。


